19年度第1回・障害者フォーラム(平成19年7月16日)
障害のある人の地域生活に必要な所得保障とベーシック・インカム
岡部 耕典（早稲田大学）
■「障害者の所得の確保に係る施策」について
　　　　　　　　　　　　　　　　　

○障害者自立支援法　附則第三条第３項

　（検討）
　第三条

　３　政府は、障害者等の福祉に関する施策の実施の状況、障害者等の経済的な状況等を踏まえ、就労の支援を含めた障害者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
○障害者自立支援法　参議院厚生労働委員会附帯決議２（05.10.13）
二　附則第三条第３項に規定する検討については、就労の支援も含め、障害者の生活の安定を図ることを目的とし、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて、障害者の所得の確保に係る施策の在り方の検討を速やかに開始し、三年以内にその結論を得ること」（２００５年１０月１３日 ）

　
○障害者自立支援推進本部における検討

・障害者自立支援推進本部は、部局間にまたがる障害者施策を総合的・横断的に検討するため、事務次官を本部長として、厚生労働省におかれたもの

・２００７年１月１７日の第２回会合において、「障害者の所得の確保に係る施策の検討チーム」の設置をおこなう

・「障害者の所得の確保に係る施策の検討チーム」の検討課題

①就労支援の推進策の検討

　　②その他の制度諸制度の検討

　　③海外の制度の調査

　　④その他課題の整理
◎「障害者の所得の確保に係る施策」の枠組みの確認

・「障害者の所得の確保に係る施策」は、（定率負担への対応にとどまらない）「障害者の生活の安定を図ることを目的」としている。
・「就労支援」は、「障害者の所得の確保に係る施策」の一部である。
◎今後にむけての確認
・就労支援「以外の」障害者の所得の確保については、どのような検討がなされているのか。
・「3年以内にその結論を得ること」までのタイムスケジュールはどのようなものであるのか。
・今後の検討において、ステーク・ホルダー（問題の当事者）の参画はどのようにして確保されるのか。
　※「社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて」とするならば、参議院後が焦点となる。　　
⇒資料１
■「自分の財布と相談しながら、好きなように飯を食う」（福島智）

　・障害者が「自立」するために必要な所得保障と介護保障

　・所得保障（つましい「自分の財布」）は、障害者だけのもの？

　　　　　　　

■福祉の歴史は「貧困対策」からはじまっているが…

　・1874恤救規則（「廃疾者」）→1929救護法(「障碍者」)

…いずれも米や金の給付をうける「資格」としての「障害」
■障害者の所得保障の方向性　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⇒資料２
１．年金制度の水準・運用等の改善・見直し　

２．障害者の自立を支援する手当制度の再構築

３．セーフティネットとしての生活保護制度の維持・改善

４．障害者自立支援法の利用者負担への対応
・就労に所得保障を還元させない

　・特別障害者手当の範囲・額の拡充と基準の変更をめざしていく

・しかし、年金・生活保護は守れるのか？

　　　　　→障害の種別や程度／障害の有無を超えた連帯の必要性　　　　　　
⇒資料３
■（障害基礎年金という）「普遍的制度」が抱える難問

　　①拠出制の制度である
→「無拠出の被保険者」の主張がどこまでとおるか

　　②老齢年金制度を基盤とする　→給付額は老齢基礎年金を大幅には超えられるか

　　③支給要件は、「機能障害」　 →現実の稼働能力（現実に稼げる所得の額）ではない

※しかし、稼働能力に着目するならば…

　　　
　→障害のない「貧困者」との線引きは困難

→「補足給付」（所得との差額のみ給付する）化の罠

※内外に議論が広がっている「ベーシックインカム」（基本所得）、政府税制調査会が言及する「給付付き税額控除」（「（一定の所得を下回る納税者に給付金をだす）給付付き税額控除という制度もある」）、内閣府経済総合研究所などが提案する「負の所得税」（「所得が一定水準以下の低所得層に基本的な生活に必要な額と収入との差額のうち一定水準を給付する」）










⇒資料４
■ベーシック・インカム（基本所得）という考え方／方法　

・「既得権益」を超えて／普遍的な所得保障に活路を見出すための戦略として
・（障害の程度・種別のみならず）「障害の有無・年齢・性別・所得・資産・稼働能力に拠らず、すべての人に人間としての基本的必要（ニーズ）を満たす一定額の給付をおこなう」ことを障害の立場から主張すること

・「拠出制かつ世代間扶養」という現行の年金制度の将来性は？

・「障害基礎年金相当額のベーシック・インカム」という構想をたててみたらどうなる？
　

○前提　①手当制度は拡充する

　②生活保護制度は維持する
■ベーシック・インカムの好ましさ／実現可能性　について

○条件設定

・BI給付予定額を８万円としてみる（生保２０～４０歳１類＋２類、障害基礎年金１級）

・BI必要総額≒１１５．２兆円（９６万円×１億２０００万人）
・国民年金給付総額２４兆
・国税総額５５兆円（うち消費税１０．６兆円、個別間接税７．８兆円）

・給与所得の総額２２２．８兆円（うち所得税収１５．８兆円）

　※実は（日本では）所得税というのは思っているほど支払われてはいない

　　　　　　　　　　　知っておいたほうがよいと思うこと


⇒資料５
※「所得の再分配」という観点からは、所得税でBIを賄うというのがひとつの見識か？

ただし、基礎年金給付がなくなることを前提としても、所得税率を平均５０％にする必要がある
　　　　↓

○夫婦（片働きと専業主婦）で扶養控除の対象となる子ども２人、給与所得７００万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(小沢修司2002)

　　　

　　【BI前】



【BI後】

所得税　▲２２．５万円（控除後×１０％）⇒　▲３３６万円（控除なし×５０％）

BI
　　　　　　０円

　⇒　＋３８４万円（４人×８万円×１２月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差し引き、＋７０．５万円

　　もちろん、「子どもが１人」ならば、▲２５．５万だが、

　　　　子どもが３人以上ならば…

　　　　所得がもっと少なければ…　　　

　　　　累進課税を適用すれば…

どうだろうか。

■ベーシック・インカムの「効用」？

・つまり、「生きていることが労働（稼働）だ」の制度化ともいうべきBIは、「生存のために労働を強制する資本主義社会の秩序に根源的に敵対」であると同時に、究極の「少子高齢化対策（所得政策）」ではないのか。
・さらに「誇りとお金」を取り戻せるのは、無年金障害者や谷間の障害者だけでなく、無年金高齢者・母子家庭・野宿者、そして非正規雇用のワーキング・プアであり、さらに、「障害関係者」（非営利事業に従事する介助者やNPO職員たち）でもあることを忘れてはならない。

資料１

社会保障制度の工程と主な論点について

０６．７．６障連協地域生活支援システム会議講演資料より

　　　　　　
　　　　　　
	
	国会関係の動き
	税・社会保障一般
	障害者自立支援法関連
	介護保険法関連

	平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度


	９月 総裁選

７月 参議院選

９月 衆議院任期満了
	７月経済財政諮問会議「骨太方針２００６」取りまとめ、歳出・歳入一体改革の選択肢提示

平成１９年度を目途に、少子・長寿化社会における年金、医療、介護等の社会保障給付や少子高齢化対策に要する費用をあらゆる世代が広くかつ公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本的改革を実現させるべく取り組んでいく（平成１８年度与党税制改革大綱）


　

医療制度改革の施行（医療費適正化計画の策定、後期高齢者医療制度の創設等）





	






	






資料２
障害者の所得保障のあり方


全社協・障害関係団体連絡協議会「障害者の『所得保障』に関する研究委員会」

平成18年度「議論のとりまとめ」より

〔障害者の所得保障の方向性〕

１．年金制度の水準・運用等の改善・見直し　

２．障害者の自立を支援する手当制度の再構築

３．セーフティネットとしての生活保護制度の維持・改善

４．障害者自立支援法の利用者負担への対応
○社会保障制度の総合的な再編に機をあわせて、障害者の所得保障についても、年金及び生活保護制度と社会手当の関係を再整理することにより、重層的な所得保障システムを構想することが必要です。

○まず、現行の障害者の所得保障の中心である障害基礎年金制度については、障害者の所得保障の中心的な制度であることを再確認しながら、その水準の維持・改善及び、いわゆる無年金障害者や「谷間の障害者」を含めた対象範囲の拡大につながる支給決定基準の見直しが、継続してすすめられなくてはなりません。

○そのうえで、年金制度ではカバーしきれない、障害者が社会生活の上で有している特別な費用を補填し、就労支援では対応できない障害による稼得能力の不足等があっても、生活保護制度を利用せずにあたりまえの地域自立生活を維持することを可能とするための「社会手当」の範囲と水準の拡大が求められます。

○具体的には、障害者の家計支出における住宅の確保・維持に係る費用の支出割合と重要性を鑑みれば、地域自立生活をおくる障害者に対する「住宅保障」に関わる手当の創設が不可欠です。また、特別障害者手当については、機能障害の重さ軽さではなく、個人の生活実態とその稼得能力を判断基準として支給されるものとして再構成されるべきです。

○一方で、生活保護制度については、国民にとっての普遍的な社会保障のセーフティネットとしての制度の趣旨を踏まえ、保護基準や運用について、漏給のないように見直されるとともに、障害加算の維持・改善が図られるべきです。

○なお、自立支援法の利用者負担等に係る経済的な負担に対応する当面の方法としては、減免制度の効果の検証を踏まえた拡充及び恒久化の検討、ないしは定率負担のしくみそのものの見直しを求める声が強いものと思われます。

資料３　　　　                            「ノーマライゼーション」2007年4月号

障害種別を超え／普遍的な所得保障を求める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
岡部 耕典（おかべこうすけ　早稲田大学）

日本の成人障害者に対する所得保障制度は、障害基礎年金や障害厚生（共済）年金の制度及び特別障害者手当などの各種社会手当制度が中心となり、さらにそれを現実的に補完するものとして、生活保護制度が用いられることも多い。

しかし、これらの諸制度の活用の実態は、障害間で異なり、特に、年金・手当制度おいて、固定した身体障害中心・機能障害の程度を基準とする考えかたがとられていることは、普遍的な障害者の所得保障の実現に対する大きなネックとなっている。

たとえば、１９８６年の年金制度改革に際し福祉手当廃止に伴って「著しく重度の障害によって生じる特別な負担の軽減を図る一助」として創設された特別障害者手当はその典型であるといってよいだろう。

「在宅の特別障害者（重度障害者）」の「所得保障の一環」であり、その「自立生活の基盤を確立するために創設」と位置づけられたこの制度の創設は、障害者の地域生活を推進するエポック・メイキングな出来事であったといえる。しかし、その後の展開において、実際の制度の利用は身体障害者に大きく偏り、知的障害者や精神障害者、加えて制度に位置づけられていない高機能自閉症や高次脳機能障害、一部の難病などのいわゆる「谷間の障害者」にとっては、同じく地域に生活し、所得保障の必要を有していても、利用可能なものとなってはいない。

このような現状に対して、特別障害者手当の創設時から今日にいたるまで、数度にわたる支給額の引き上げや支給要件の改善などはあったが、当初に設定された主として固定化した身体障害の程度に着目する支給決定基準及び機能障害が重度の障害者のみを手厚い所得保障の対象とするという考え方に対して変更が加えられなかったことに基本的な問題があるという認識がきちんと共有されるべきではなかろうか。

障害者自立支援法の付帯決議において求められた具体的な障害者の所得保障のための施策を講ずるにあたっての具体的な手段として、この特別障害者手当が着目される可能性が大きいと思われることから、現実的にもこの問題の認識は重要である。障害者の地域生活の確立のためには、特別障害者手当の増額だけでなく、それに留まらぬ支給決定基準やその手続きも含めた見直しを求める必要がある。

そこで、そのための最低限必要な検討項目として、以下の三点を挙げておきたい。

まず、一番目には、対象範囲の見直しが必要である。障害者自立支援法の附則との整合性も鑑みるならば、対象を難病や高次脳機能障害、高機能自閉症などのいわゆる「谷間の障害」にも拡大されなくてはならない。

二番目に、障害の状態の継続に対する考え方の再検討が必要である。改正障害者基本法にも倣い、「永続性」や「長期にわたって回復しない状態」を要件とするのではなく、難病や精神障害者を中心として、断続的あるいは状態の好悪を含む「継続的」な状態であれば支給を認めるという方向での見直しが図られるべきである。

三番目として、障害間の受給格差の解消のための具体的な方策の実施がある。現状においては非常に制限的で裁量に基づく実質的な受給抑制に結びつきやすい知的障害者や精神障害者の受給基準の改善と、実際に必要な受給の拡大がおこなわれるように窓口行政の方針が転換されることは必須といえるだろう。

一方で、中長期的に障害者の普遍的な所得保障の拡充を担保するためには、特別障害者手当のような個々具体的な現行制度の改革を求めるだけでなく、障害の分野を超えた普遍的な所得保障の在り方と具体的な再分配を求める議論とその構想も不可欠である。

基本的には、手当に拠るにせよ年金に拠るにせよ、あるいは生活保護制度を活用するにせよ、ただひたすら障害の分野のみの所得保障を追求し、その維持拡充をめざすことには限界があるだろう。また、関連して、「子ども保険」を設けることや生活保護を絞り込むために「負の所得税」を用いる提言がなされるなどの、新たな対象者別あるいは選別主義的な所得保障制度の議論についても一定の視座の確立も必要である。

個人的には、最も普遍的な所得保障を求める立場である障害の有無を含めあらゆる受給要件を廃し、高齢者から幼児まで、国民のひとりひとりに一律の給付をおこなうというベーシック・インカム（基本所得）の主張に注目している。障害の重さにせよ、稼得能力にせよ、何らかの基準によって常にその程度を測定されカテゴリー化され対象化されることの問題は残るわけであり、その点、「すべてのひとが、その生を営むのに必要なお金を無条件で保障されること」（注）というその基本視点が示唆に富むからである。

具体的にどのような主張にコミットしていくかは今後の議論としても、この時代の閉塞のなかで多岐にわたる所得保障の「対象者」同士の新たな連帯の地平を切り拓くためには、まず障害の分野でこそ、「既得権益」の拡充に留まらないラディカルで普遍的な視野のもとに所得保障を求める姿勢と議論が要請されていることを、最後に確認しておきたい。

（注）堅田香緒里＋山森亮「分類の拒否―『自立支援』ではなく、ベーシック・インカムを」現代思想二〇〇六年一二月vol.34-14 p.94

資料４

ベーシック･インカム宣言

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ベーシック・インカム研究会

　人の命は大事だと誰もがいう。であるなら、人の命がお金が無いために奪われることはあってはならない。そうした合意の上に、社会権や憲法２５条だとか、福祉国家というものが築かれたはずだった。ところが実際に行われたことは、人の命の等級付けであり、低く見積もられた命の廃棄であった。そうした分類の政治、廃棄の政治を拒否する。当たり前の、本当に慎ましい要求は、ベーシック・インカムである。全ての人が、その生を営むのに必要なお金を無条件で保障されなくてはならない。生きていくことは支払われるに値する。市民としての義務は、生きることが保障されなくては、果たしようがない。「衣食足りて礼節を知る」とはそういうことだ。

　繰り返しておこう。重要なのは、＜すべてのひとに無条件で＞支払われることである。ベーシック・インカムにおいては、われわれは誰も何者であるかを問われることはない。ひとの生を分断するような序列化はすべて拒否され、あらゆる生のあり様が無条件に肯定される。働いているか否か、男か女か、老いているかいないか、などの差異に基づいて構成された人間のヒエラルキーを拒み、よりラディカルな平等の地平を眼差すことが可能となる。

　ベーシック・インカムの下では、ひとは生存のために必ずしも働かなくてもよい。このように生存のための労働からひとを解放するベーシック・インカムの要求はだから、生存のために労働を強制する資本主義社会の秩序に根源的に敵対しうるものであった。それはまた、支払われる労働から排除されてきた者、不払い労働を強制され―それゆえに拒否し―てきた者など、＜分け前＞を不当に少なくしか／あるいはまったく用意されてこなかった者の、その分け前を登録することによって、そこに不和を生じさせうるものでもある。

　これまで分け前を用意されてこなかった、非正規労働者も、野宿者も、学生も、女も、子どもも、外国人も、ベーシック・インカムを当たり前に要求してゆくこと、分け前なく者がその分け前を登録し、そこに不和を生じさせること。ベーシック・インカムの要求は、それゆえに、政治を私たちの手に取り戻すことなのである。
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資料５

再分配の原資は、どこから／どうやって「徴収」？

○「１９９０年代の税制改革のおさらい」（三木義一2007）

　９０年から２０００年までのあいだに、国の税収における所得税と法人税の額は半減

　 　（所得税２６兆円→１３兆８０００億円、法人税１８兆円→９兆４０００億円）

　  その一方で消費税は倍増

　　 （４兆６０００億円→９兆６０００億円）

　法人税率は、８５年の４３．３％をピークに現在は３０％

　所得税は、かつての最高税率７５％が、現在では３７％

　相続税は、かつての最高税率７５％が、現在では５０％

○「金融資産課税」という方法（森永卓郎2007）
　　

　　世帯あたり１５００万円を超える金融資産に対して、一律３％の税金をかける。（一種の「富裕税」）




↓

　　　課税ベースで１０００兆円、年間３０兆円の税収増

改正法案提出


（１９年度末？）





（２０年度末？）





基礎年金国庫負担割合を１／２に引き上げ（２１年度までに）








基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化





第１期障害福祉計画


（２０年度末まで）





改正法案提出


（１９年度末？）





（２０年度末？）





障害者自立支援法３年後の見直し（障害者等の範囲、所得の確保のあり方等）





第２期障害


福祉計画





第３期介護保険事業計画


（２０年度末まで）





改正法案提出


（１９年度末？）





（２０年度末？）





第４期介護


保険事業計画





介護保険制度の被保険者範囲の見直し（２１年度目途）








PAGE  
1

